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東京都市計画地区計画の決定（品川区決定）(原案) 
都市計画西品川二・三丁目地区地区計画を次のように決定する。 

名称 西品川二・三丁目地区地区計画 

位置※ 品川区西品川二・三丁目各地内 

面積※ 約２７．７ｈａ 

地区計画の目標 本地区は品川区中央部、ＪＲ大崎駅の南側に位置する住宅地で、地区北端の百反通り及び地区中央を横断する三ツ木通り沿

道を中心に商業地が形成されている。地区の東部はＪＲ東海道新幹線及び横須賀線の線路に接し、地区の北西部に都市計画道

路補助第２９号線、北東部に都市計画道路補助第１６３号線が通る。また、区域全域において、老朽木造建築物が密集し、震

災・火災に対して脆弱な市街地となっている。

「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」（令和３年３月改定）において、本地区を含む「西品川」地域の将来像を

「大崎駅に近接した立地を生かし、街区の再編整備により、ものづくり産業などにおける多様な企業の受け皿となる業務施設

をはじめとして、業務、商業、住宅、工場などが複合した良好な市街地」「木造密集住宅地域において、特定整備路線や防災

生活道路等の整備による延焼遮断帯、避難、救援路の形成や不燃化特区による建築物の不燃化、無電柱化の促進により、防災

性の高い街」としている。 

「東京都防災都市づくり推進計画」（令和８年３月改定）において、本地区の全部が「重点整備地域」に位置付けられ、火

災危険度の高い密集市街地となっている。また、地区の北西部を縦貫する都市計画道路補助第２９号線は「一般延焼遮断帯」

に加え「特定整備路線」に位置付けられている。加えて、本地区を含む「西品川一・二・三丁目地区」及び「補助２９号線沿

道地区」が「不燃化推進特定整備地区」に指定され、除却及び建替え支援等により不燃領域率の向上を図ることとされてい

る。 

「品川区まちづくりマスタープラン」(令和５年３月改定)において、本地区は密集市街地改善ゾーンに位置付けられ、土地

利用の方針を「災害に強く安全な市街地の形成」「建築物の耐震化・不燃化、道路整備を推進」「住宅・工場の調和を誘導」

「世代を超えて住み継がれる良質な住宅の供給・促進と都市空間の創出」とし、本地区を含む「補助２９号線および沿道市街

地、西品川二・三丁目エリア」では、「都市計画道路整備にあわせた沿道まちづくりの促進、沿道市街地の防災性の向上」

「避難所へのアクセス空間や広場等の地区整備、建替え・不燃化を促進」といったまちづくり方針を掲げている 。 

また、本地区は平成１７年度に東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制区域に指定され、平成３０年度から「西品川二・

三丁目地区密集住宅市街地整備促進事業」が導入され、その住宅市街地整備計画において「建物の不燃化及び道路や防災広場

等の整備を促進することにより、区域の防災性能を高め、良好な居住環境を確保すること」を整備の基本構想としている。

これらを踏まえ本地区では、防災上重要な生活道路や公園・広場の整備、老朽建築物の所有者への支援等によるまちづくり

の取組と併せて、地区全域における敷地の細分化を防止するとともに、防災生活道路ネットワークを着実に構築し、とりわけ

狭幅員な細街路と木造住宅が密集する街区における防災性及び住環境の向上に効果的な建替えの誘導等により、安全で快適な

市街地の形成を図ることを目標とする。 
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土地利用の方針 地区の立地特性に応じ、５つの地区に分類し、土地利用の方針を以下に定める。 

Ａ地区：木造住宅密集地において、敷地の細分化や建築物の過密化を抑制しつつ、土地の適正な利用を促進し、安全で快適

な住宅市街地を形成する。 

Ｂ地区：商業地において、土地の健全な利用を促進し、後背地の住環境に配慮した、商業・業務施設と住宅が共存する安全

で快適な市街地を形成する。 

Ｃ地区：木造住宅密集地において、敷地の細分化や建築物の過密化を抑制しつつ、土地の適正な利用を促進するとともに、

特に行き止まり道路周辺の狭隘な細街路沿いの敷地において、土地の有効利用を促進し、開放感のある街並みから

成る安全で快適な住宅市街地を形成する。 

Ⅾ-１地区：住宅地内の防災生活道路沿道において、連続した道路空間を確保しながら土地の適正な利用を促進し、安全で快

適な住宅市街地を形成する。 

Ⅾ-２地区：商業地内の防災生活道路沿道において、連続した道路空間を確保しながら、土地の合理的かつ健全な利用を促進

し、後背地の住環境に配慮した、商業･業務施設と住宅とが共存する安全で快適な市街地を形成する。 

地区施設の整備

の方針

１ 防災生活道路のネットワークの形成を目的として、災害時の円滑な避難、消火、救援救護活動等を支え、日常の通勤、買

物等の利便性の向上に寄与する道路を防災生活道路として地区施設に位置づける。 

２ 市街地の不燃化促進と良好な住環境の形成に資するオープンスペースとして、公園・広場を適切に配置する。

建築物等の整備

の方針

安全で快適な市街地環境の形成を図るため、以下の事項を定める。

１ 地区全域において、敷地の細分化による建築物の過密化を防止するため、建築物の敷地面積の最低限度を定める。また、

震災時に倒壊の恐れのあるブロック塀等の新設防止による道路沿いの安全性や快適性の向上のため、垣又はさくの構造の

制限を定める。さらに、周辺環境と調和する街並み形成を図るため、建築物等の形態又は色彩その他意匠の制限を定め

る。

２ Ａ地区、Ｃ地区及びⅮ-１地区では、建築物の相互関係の調整によりゆとりある外部空間を確保し、良好な街区景観及び

住環境を形成するため、上記 1 の事項に加え隣地境界線からの壁面の位置の制限を定める。 

３ Ｂ地区及びⅮ-２地区では、安全で快適な商業地の確保のため、上記 1 の事項に加え、用途の制限を定める。 

４ Ｃ地区では、良好な住環境の確保のため、上記 1 及び 2 の事項に加え、壁面の位置の制限、壁面後退区域における工作物

の設置の制限、地区特性に応じた建築物の容積率の最高限度及び建築物等の高さの最高限度を定めることにより「街並み

誘導型地区計画」を適用し、法の規定に基づく前面道路幅員による建築物の容積率の制限及び道路斜線制限を適用除外と

する。 

５ Ⅾ-１地区では、防災生活道路沿いの連続した道路空間の確保のため、上記 1 及び 2 の事項に加え、道路中心線からの壁

面の位置の制限を定める。 

６ Ⅾ-２地区では、防災生活道路沿いの連続した道路空間の確保のため、上記 1 及び 3 の事項に加え、道路中心線からの壁

面の位置の制限を定める。
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その他当該区域

の整備･開発及

び保全に関する

方針 

１ 品川区みどりの条例に基づき、積極的に緑化に努めるものとする。さらに、緑化推進に資するとともに、 災害時の諸活

動を支える公園・広場の整備に努める。 

２ 安全な避難空間を確保するため、品川区自転車等の放置防止および自転車等駐車場の整備に関する条例に基づき自転車駐

車場の設置を行うとともに、基準に満たない施設についても自転車駐車場の設置に努める。 

３ 地区内の老朽建築物の建替え促進により、三木小学校や大崎中学校への細街路の幅員４ｍ以上への拡幅、及び東京都建築

安全条例第２条の規定に基づく必要な隅切りの整備を促進する。 

４ 未接道宅地については、都市計画道路の整備や隣地での建替えの機会を捉え、共同建替え等によりその解消を図る。 

５ 災害時における歩行者の避難安全性向上のため、広場の整備等により、行き止まり道路の解消を図る。 
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地区 

施設の

配置 

及び 

規模 

種類  名称  幅員  延長  備考  
道路 防災生活道路１号  ６．０ｍ 約３００ｍ 拡幅  

防災生活道路２号  ６．０ｍ 約２６６ｍ 拡幅  
 防災生活道路３号 ７．０～７．９ｍ 約４００ｍ 既設 

公園 名称 面積 備考 

 公園 1 号 約８７６㎡ 既設 

 公園２号 約７４８㎡ 既設 

 公園３号 約４９０㎡ 既設 

 公園４号 約３６０㎡ 既設 

広場 広場１号 約２０１㎡ 既設 

 広場２号 約１８０㎡ 既設 
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地区 

の区

分 

名称 Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ⅾ-１地区 Ⅾ-２地区 

面積 約１８．４ha  約４．３ha  約２．３ha 約２．４ha 約０．３ha  

建築物等の

用途の制限

※ ― 

建築基準法別表第２（ほ）

項第二号及び第三号並び

に（へ）項第三号に掲げる

建築物を建築してはなら

ない。 

― 

建築基準法別表第２（ほ）

項第二号及び第三号並び

に（へ）項第三号に掲げる

建築物を建築してはなら

ない。 

建築物の容

積率の最高

限度※ 

１０分の２０ １０分の３０ 

 

 

 

 

１０分の２０ 

 ただし、計画図３に示

す壁面の位置の制限２が

定められている敷地に限

る 

１０分の２０ １０分の３０ 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

建築物の敷地面積の最低限度は６０㎡とする。  

ただし、次の各号のいずれかに該当する土地について、その全部を一の敷地として使用する場合はこの限りでない。  

１ この地区計画の決定告示日において、現に建築物の敷地として使用されている６０㎡未満の土地 

２ この地区計画の決定告示日において、現に存する所有権等の権利に基づき建築物の敷地として使用するならば、その面積が６０

㎡未満となる土地  

３ 公共施設(地区施設を含む。)の整備等により６０㎡未満になった土地  

４ 公共施設の整備等に伴い代替地として譲渡された６０㎡未満の土地 
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壁面の位置

の制限 

敷地面積が６０㎡以

上の建築物の外壁又

はこれに代わる柱の

面、その他これらに類

する建築物の各部分

から隣地境界線（当該

建築物の敷地におい

て、一辺の敷地境界線

と対面する敷地境界

線との距離が４．８ｍ

未満となる部分を除

く。）までの距離は０．

５ｍ以上とする。ただ

し、次の各号に該当す

るものについては、こ

の限りではない。 

イ．軒、ひさし、建築設

備その他これらに類

する建築物に付属す

るもの 
ロ．隣地境界線に沿って

設けられる門、塀、垣、

柵その他これらに類

するもの 

 

― 

１ 敷地面積が６０㎡以

上の建築物の外壁又は

これに代わる柱の面、

その他これらに類する

建築物の各部分から隣

地境界線（当該建築物

の敷地において、一辺

の敷地境界線と対面す

る敷地境界線との距離

が４．８ｍ未満となる

部分を除く。）までの距

離は０．５ｍ以上とす

る。ただし、次の各号に

該当するものについて

は、この限りではない。 

イ．軒、ひさし、建築設備

その他これらに類する

建築物に付属するもの 

ロ．隣地境界線に沿って

設けられる門、塀、垣、

柵その他これらに類す

るもの 

２ 建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の面、そ

の他これらに類する建

１ 敷地面積が６０㎡以

上の建築物の外壁又は

これに代わる柱の面、

その他これらに類する

建築物の各部分から隣

地境界線（当該建築物

の敷地において、一辺

の敷地境界線と対面す

る敷地境界線との距離

が４．８ｍ未満となる

部分を除く。）までの距

離は０．５ｍ以上とす

る。ただし、次の各号に

該当するものについて

は、この限りではない。 

イ．軒、ひさし、建築設備

その他これらに類する

建築物に付属するもの 

ロ．隣地境界線に沿って

設けられる門、塀、垣、

柵その他これらに類す

るもの 

２ 建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の面、そ

の他これらに類する建

建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面、その

他これらに類する建築

物の各部分から計画図

３に示す壁面線の面す

る建築基準法に基づく

道路の中心線（ただし、

地区施設として定める

ものについては、当該

地区施設の中心線とす

る）までの距離は３．０

ｍ以上とする。 
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築物の各部分から計画

図３に示す壁面線の面

する建築基準法に基づ

く道路の中心線までの

距離は２．５ｍ以上と

する。 

築物の各部分から計画

図３に示す壁面線の面

する建築基準法に基づ

く道路の中心線（ただ

し、地区施設として定

めるものについては、

当該地区施設の中心線

とする）までの距離は

３．０ｍ以上とする。 

 

壁面後退区

域における

工作物の設

置の制限 

― 

道路に面して壁面の位

置の制限として定めら

れた限度の線と建築基

準法に基づく道路の境

界線との間の土地の区

域では、門、塀、垣又は

さく、広告物、その他こ

れらに類する工作物を

設置してはならない。 

 

― 
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建築物等の

高さの最高

限度 

― 

計画図３に示す壁面の

位置の制限が定められ

た敷地の建築物の各部

分の高さ（地盤面から

の高さによる）の最高

限度は１０ｍとする。 

高さが１０ｍを超え

る中高層の建築物は、

次の各号の定めに従わ

なければならない。  

１ 冬至日の真太陽時に

よる午前８時から午後

４時までの間におい

て、平均地盤面から別

表１に掲げる高さの水

平面に、敷地境界から

の水平距離が５ｍを超

え１０ｍ以内の範囲に

おいては別表２（イ）

欄に掲げる時間以上、

１０ｍを超える範囲に

おいては同表（ロ）欄

に掲げる時間以上日影

となる部分を生じさせ

― 
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ることのないものとし

なければならない。  

２ 同一敷地内に２以上

の建築物がある場合に

おいては、これらの建

築物を一の建築物とみ

なして、前号の規定を

適用する。  

３ 建築物の敷地が道路

等に接する場合、建築

物の敷地とこれに接す

る隣地との高低差が著

しい場合その他これら

に類する特別の事情が

ある場合における前２

号の既定の適用の緩和

に関する措置は、建築

基準法施行令第１３５

条の１２に定めるもの

とする。 

 

建築物等の

形態又は 

色彩その他

の意匠の制

１ 道路に面する建築物の部分においては、バルコニー、ベランダを設置又は網入りガラスを用いるなど落下物の防止措置を講ずるも

のとする。  

２ 建築基準法第４２条第２項に定める道路の道路中心線から２ｍの範囲では、建築物、工作物、広告物等の突出をしてはならない。 

３ 屋外広告物・広告板は腐朽し、腐食し又は破損しやすい材料を使用してはならない。 



- 10 - 

 

限 ４ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の色彩は、街並み形成に配慮するなど周辺環境と調和したものとする。 

５ 屋外広告物は、建築物との一体性、歩行者空間との調和等に配慮した設置位置、形態、規模、デザイン等とし、良好な都市景観の

形成に十分に配慮したものとする。 

 

垣又はさく

の構造の制

限 

建築基準法上の道路（以下この事項において「道路」という。)に面して、ブロック塀等を設けてはならない。道路に面して垣、さく

を設ける場合には、生け垣又は透視可能なフェンス又は採光・通風に配慮した軽量なフェンスとし、道路交通機能の支障とならない

よう設置しなければならない。なお、生け垣と透視可能なフェンスを併用することは妨げない。  

ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りではない。  

１ 道路面から高さ０．６ｍ以下のブロック塀、その他これに類するもの  

２ 道路に面する門柱又は門柱に接続する長さ１．２ｍ以下で、かつ高さが２ｍ以下のブロック塀、その他これに類するもの  

３ 法令等の制限上やむを得ないもの 

 

  土地の利用

に関する事

項 

１ ３００㎡以上の敷地において建築行為等を行う場合、品川区みどりの条例に定める基準により緑化を行うものとする。３００㎡未

満の敷地においても、積極的に緑化に努めるものとする。 

２ 品川区自転車等の放置防止および自転車等駐車場の整備に関する条例第２９条に掲げる施設を新たに設置又は用途や規模を変更す

る場合、同条例に定める基準により、自転車駐車場の設置を行うものとする。同条例に定める基準に満たない施設についても、自

転車駐車場の設置に努めるものとする。 

 

※は知事協議事項 

「地区の区域、地区の区分、地区施設の配置、壁面の位置の制限は、計画図表示のとおり」 

理由：西品川二・三丁目地区における防災性及び住環境の向上に効果的な建替えの段階的な誘導等により安全で快適な市街地の形成を図るため、地区計画

を決定する。 
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別表１ 

地区の区分 Ｃ地区  

水平面の高さ ４ｍ 

別表２ 

地区の区分 Ｃ地区 

（イ） 敷地境界からの水平

距離が５ｍを超え１

０ｍ以内の範囲にお

ける日影時間 

４時間 

（ロ） 敷地境界からの水平

距離が１０ｍを超え

る範囲における日影

時間 

２．５時間 
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